
別紙１

定款、業務規程及び送配電等業務指針
変更案の概要について

（第１～３号議案説明資料）

２０２３年２月１日

電力広域的運営推進機関
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◼ 電気事業法の改正及び国の審議会の議論等に適切に対応するため、定款、業務規程及び送配電
等業務指針を変更する。

1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド４～８】

【本機関の目的等に関する変更】

• 本機関の目的に「供給能力の確保の促進」を明記。

• 発電設備に蓄電設備を含む場合等について、電気事業法と同様の考え方で表現を見直し。

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド９～１４】

【役員の退任後の再就職規制に関する変更】

• 本機関の役員の退任後の再就職の規制期間を２年間とする旨規定。

• また、あわせて、再就職の規制範囲を明確化する観点から、役員はその在任期間中に本機関
と契約を締結した企業等の役員等になってはならない旨規定。

• さらに、本機関の中立性確保の観点から、本機関の理事会及び評議員会において、再就職
先での業務内容や本機関で関与した事業内容の関係等を確認し本機関の中立性が確保さ
れることについて議決しなければならない旨追加。

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更案のポイント（第１～３号議案説明資料）
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3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１５～２５】

【ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更】

• 連系線以外の流通設備に混雑の定義を拡張するとともに、一般送配電事業者及び配電事
業者は、平常時の混雑を前提とした設備形成を行う旨規定。

• 配電系統等を除き、混雑を前提とした設備形成を行うことから、発電設備の連系時における送
電系統の容量確保の概念等が不要となるため、関係する規定を変更。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、調整力を活用してもなお基幹系統に平常時の混雑
が発生する場合、調整力以外の電源の出力抑制等を行う旨及びその出力抑制等を行う電源
の順位を規定。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、平常時の混雑解消のため自然変動電源の出力抑
制を実施した場合には、本機関へ出力抑制に関する資料を提出する旨及び本機関はその出
力抑制の妥当性を検証し、結果を公表する旨規定。

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド２６～３０】

【グリッドコード整備の機動性確保のための変更】

• 「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」等で定めるべき発電設備の仕様等の
具体的な内容の記載を削除。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、系統連系技術要件において、系統連系する際に必
要となる内容を定めなければならない旨規定

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更案のポイント（第１～３号議案説明資料）
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（以下参考）
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド４～８】

【本機関の目的等に関する変更】

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド９～１４】

【役員の退任後の再就職規制に関する変更】

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１５～２５】

【ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更】

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド２６～３０】

【グリッドコード整備の機動性確保のための変更】



5１ 電気事業法改正に伴う規定の変更の背景

• 電気事業法上の本機関の目的に「供給能力の確保の促進」が明記されることを踏まえ、定款におい
ても同様に明記する。

• また、電気事業法上で大規模蓄電設備が発電設備と同等に扱われることを踏まえ、定款、業務規程、送
配電等業務指針においても同様に規定する。

※安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律
（令和4年法律第46号）

脱炭素化の中での安定供給の実現に向けて、本機関の役割の中でも、国全体の「供給能力の確保の
促進」の役割の重要性が大きくなっており、また、自然変動する再生可能エネルギーをバックアップする供
給力・調整力として系統用の大型蓄電設備の導入拡大が期待されている。

これらを踏まえ、本機関の目的に「供給能力の確保の促進」が明記されるなど、電気事業法が改正（※）

されることとなった。

第６次エネルギー基本計画で示されたとおり、供給力の低下に伴う安定供給へのリスクが顕在化してい
る一方で、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、電力部門の脱炭素化に向けた取組の一
層の加速化が求められているところ。
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［変更内容］

• 本機関の定款における目的に「供給能力の確保の促進」を明記。

• 本機関の定款・業務規程・送配電等業務指針において、発電設備に蓄電設備を含む場合等につ
いて、法と同様の考え方で表現を見直し。

【定款第３条、第５条、第７条、第１１条、第４３条、第６１条の２～第６１条の４】＜変更＞

【業務規程第２条、第３３条、第３５条、第３６条、第３９条、第５０条、第５１条、第５１条の３、
第６１条の３、第６３条の２、第６３条の３、第１０６条、第１０７条、第１１３条、
第１１４条、第１２３条、第１４４条の２、第１５７条、第１７２条、第１８１条】＜変更＞

【業務規程附則（平成３０年６月２９日）第２条、第３条】＜変更＞

【送配電等業務指針第１２条、第１６条～第１９条、第２２条、第２３条、第２６条、第６２条、
第６４条の２、第１３５条、第１３９条、第１４１条、第１４４条、第１５２条、
第１５３条、第１５４条～第１５６条、第１６５条、第１６６条、
第１６８条～第１７０条、第１７３条～第１７５条、第１８４条、第１８６条、
第１８９条、第１９１条、第１９３条、第２０９条の２、第２２１条、第２３０条、
第２４４条】＜変更＞

【送配電等業務指針附則（平成３０年６月２９日）第２条】＜変更＞

１ 電気事業法改正に伴う規定の変更の内容



7（参考）供給力確保のための枠組みに関する国の審議会での検討

第42回 電力・ガス基本政策小委員会（2021年12月14日）資料５から抜粋



8（参考）大型蓄電設備に関する国の審議会での検討

第31回 電力・ガス基本政策小委員会（2021年3月10日）資料４から抜粋
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド４～８】

【本機関の目的等に関する変更】

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド９～１４】

【役員の退任後の再就職規制に関する変更】

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１５～２５】

【ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更】

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド２６～３０】

【グリッドコード整備の機動性確保のための変更】



10２ 役員に関する規定の変更の背景

現在の再就職規制が無期限に続くと、役員の高齢化・組織の弱体化といった弊害が顕在化していくこと
が見込まれることから、役員の退任後の再就職の規制については、国の審議会（※）の整理を踏まえ、国
家公務員法や他法人等の規程と同様に２年間とする。

一方、電気事業法、定款、行動規範等においては、本機関の中立性・公平性を確保するために、元役
員による本機関の意思決定への関与や情報利用を防止する措置が講じられている。

本機関では、本機関の中立性・公平性を確保するため、定款において、役員が退任後、電気事業者の
役員等として再就職することを規制している。その規制の期間については、無期限に規制している状況に
あり、機関設立から一定期間経過し、役員の交代が行われる中、役員の人選の困難さが高まりつつある。

※ 総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会 電力・ｶﾞｽ事業分科会 電力・ｶﾞｽ基本政策小委員会 電力広域的運営推進機関検証ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
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［変更内容］

• 本機関の役員の退任後の再就職の規制期間を２年間とする旨規定。

• また、あわせて、再就職の規制範囲を明確化する観点から、役員はその在任期間中に本機関と契
約を締結した企業等の役員等になってはならない旨規定。

• さらに、本機関の中立性確保の観点から、本機関の理事会及び評議員会において、再就職先での
業務内容や本機関で関与した事業内容の関係等を確認し本機関の中立性が確保されることにつ
いて議決しなければならない旨追加。

【定款第３４条】＜変更＞

２ 役員に関する規定の変更の内容



12（参考）役員の退任後の再就職規制の期間に関する国の審議会での検討

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋



13（参考）役員の退任後の再就職規制の方向性に関する国の審議会での検討

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋



14（参考）役員の退任後の再就職規制の範囲のイメージ

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド４～８】

【本機関の目的等に関する変更】

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド９～１４】

【役員の退任後の再就職規制に関する変更】

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１５～２５】

【ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更】

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド２６～３０】

【グリッドコード整備の機動性確保のための変更】



16３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の背景

これに対応するため、ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に関す
るルールの整備が必要。

• ノンファーム型接続については、2021年1月から基幹系統（※１）に順次適用されているが、ローカル系
統に対しても2023年４月からノンファーム型接続の適用開始を目指して検討が進められている。（※２）

• また、ノンファーム型接続の導入に伴う平常時の混雑処理については、2022年12月末までに再給電
方式（調整電源の活用）、2023年12月末までに再給電方式（一定の順序）が導入されることが
示されている。

脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギーの導入拡大のため、ノンファーム型接続の導入について、
国の審議会等で議論がなされている。

※１ 上位２電圧（ただし、沖縄電力については、132kV 。）の送変電等設備（変圧器については、一次電圧により判断。）。
※２ 2023年4月からのローカル系統へのノンファーム型接続の適用をもって原則全ての特別高圧系統にノンファーム型接続が適用

される（ただし、配電用変圧器や配電設備を除く。） 。
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［変更内容］

（ノンファーム型接続適用開始）

• 連系線以外の流通設備に混雑の定義を拡張（※１）するとともに、一般送配電事業者及び配電事
業者は、平常時の混雑を前提とした設備形成を行う旨規定。

• 混雑を前提とした設備形成を行うことから、発電設備の連系時等に、一般送配電事業者及び配電
事業者が行う送電系統の容量確保の概念が不要となるため（※２）、関係する規定を変更。

• また同様に不要となる発電設備のリプレース・休廃止等及び洋上風力発電に関する国からの要請を
起因とした電源接続案件一括検討プロセスについて規定を削除。

※１ 従来は連系線のみに混雑の用語を定義。

※２ 配電系統等については平常時の混雑を許容しないため、引き続き送電系統の容量確保が必要。

【業務規程第２条、第６４条、第６７条、第６８条の２、第８１条、第８２条】＜変更＞
【送配電等業務指針第６２条、第７７条、第７９条、第８４条、第８５条、第８９条、

第９２条～第９４条、第９７条、第１０５条、第１２０条の４、
第１２１条の２、第１２２条の３、第１２２条の９、第１２２条の１０、
第１２３条の２、第１２４条、第１５３条】＜変更＞

３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の内容①
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［変更内容］

（再給電方式（一定の順序）運用開始）

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、調整力を活用してもなお基幹系統に平常時の混雑が発
生する場合、調整力以外の電源の出力抑制等を行う旨及びその出力抑制等を行う電源の順位を
規定。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、平常時の混雑解消のため自然変動電源の出力抑制を
実施した場合には、本機関へ出力抑制に関する資料を提出する旨及び本機関はその出力抑制の
妥当性を検証（※）し、結果を公表する旨規定。

• 上記の規定は、「経済産業大臣の認可を受けた日」又は「全ての一般送配電事業者による平常時
において混雑が発生する場合の措置に関する託送供給約款の変更の効力が生じた日」のいずれか
遅い日から施行する旨規定。

※ 系統制約時の検証については、需給制約時の検証と比較して検証対象が多い点などの特徴を踏まえる必要があることから、
その検証の在り方について今後検討する必要性が国の審議会で示されている。

【業務規程第１８０条】＜変更＞
【送配電等業務指針第１５３条の２、第１５３条の３】＜新設＞

３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の内容②



19（参考）ノンファーム型接続について

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）（2021年9月3日）から抜粋・修正
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第42回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年6月7日）資料3から抜粋

（参考）ノンファーム型接続の適用に関する国の審議会での検討
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第46回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年11月15日）資料2から抜粋・修正

（参考）ノンファーム型接続適用後における一括検討プロセスに関する国の審議会での検討



22（参考）再給電方式について

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）（2021年9月3日）から抜粋
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第41回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（ 2022年4月26日 ）資料1から抜粋

（参考）再給電方式の導入に関する国の審議会での検討



24（参考）再給電方式の出力制御順に関する国の審議会での検討

第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2から抜粋



25（参考）再給電方式に基づく出力制御時の検証に関する国の審議会での検討

第42回 系統ワーキンググループ（2022年10月20日）資料1から抜粋
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド４～８】

【本機関の目的等に関する変更】

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド９～１４】

【役員の退任後の再就職規制に関する変更】

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１５～２５】

【ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更】

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド２６～３０】

【グリッドコード整備の機動性確保のための変更】



27４ 系統連系技術要件に関する規定の変更の背景

グリッドコードを適宜機動的に見直すことが可能となるよう、本機関に設置した検討会（※２）での整理を
踏まえ、現行の送配電等業務指針に規定している系統連系技術要件の具体的内容はガイドライン等
に記載することとし、送配電等業務指針からは削除する。

脱炭素社会の実現のため、調整・変動対応能力を発電設備に規定することなどにより、再生可能エネ
ルギー出力制御の合理化や電力品質の確保を可能とするグリッドコード(系統に接続される電源が従う
べきルール)を整備する必要がある。

これらに対応し、分散型ネットワークの環境整備や、分散型電源の導入促進に向けた環境整備を行うため、電
気事業法の改正（※）により、新たに配電事業者・特定卸供給事業者（アグリゲーター）の各電気事業ライ
センスが新たに創設されることになった。

現在、グリッドコードについては「送配電等業務指針」、「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイド
ライン」（以下「ガイドライン」という。）及び「系統連系技術要件（託送供給等約款別冊）」等（※１）

において定められているが、今後のさらなる再エネ電源導入拡大に対応してグリッドコードを適宜機動的に
見直すことが求められることになる。他方、送配電等業務指針を変更するためには、電気事業法等に基
づき、パブリックコメント、評議員会の議決、理事会の議決、経済産業大臣の認可といった時間の要する
複数のプロセスが必要となる。

※１ その他に、系統連系規程、系統アクセスルールがある。

※２ グリッドコード検討会



28４ 系統連系技術要件に関する規定の変更の内容

［変更内容］

送配電等業務指針において、

• 「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」等で定めるべき発電設備の仕様等の具体
的な内容の記載を削除する。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、系統連系技術要件において、系統連系する際に必要と
なる内容を定めなければならない旨規定する。

【送配電等業務指針第１３５条】＜変更＞



29（参考）系統連系に係る現行の規程

第36回 系統ワーキンググループ（2022年3月14日）資料6から抜粋



30（参考）送配電等業務指針におけるグリッドコードの取扱いについて

第9回 グリッドコード検討会（2022年3月28日）資料7から抜粋


